
５月集会改憲分科会（１日目）秘密保全法基調報告
2012.5.20
事務局次長　東京支部　瀬川宏貴
１　急浮上する秘密保全法
　2011.8.8　「秘密保全のための法制の在り方に関する有識者会議」が、「秘密保全のための法制の在り方について（報告書）」（以下、「有識者会議報告」という。）を政府に提出。
　2011.10.7　政府が2012年通常国会に「秘密保全に関する法制の整備のための法案」（以下、「秘密保全法」という。）を提出することを決定。
有識者会議報告を「十分に尊重」して法案化作業。

２　広範な情報が隠される
＜特別秘密の範囲＞
　①国の安全…主に軍事・防衛に関する事項
　②外交…国際紛争、政治・経済、産業、金融、保険・衛生、環境問題など
ex.ＴＰＰ参加問題、密約問題
　③公共の安全及び秩序の維持…原発、衛生、交通・建造物、水・食料、災害、事故など
ex.福島原発事故
⇒およそあらゆる情報が秘密の対象に
▲有識者会議報告：「具体的事項を別表等で列挙、指定行為で更に限定・明確化」
←別表は何の限定にもならない
 cf.自衛隊法の防衛秘密に関する規定（自衛隊法96条の２別表第４）
	一　自衛隊の運用又はこれに関する見積り若しくは計画若しくは研究
二　防衛に関し収集した電波情報、画像情報その他の重要な情報
三　前号に掲げる情報の収集整理又はその能力
四　防衛力の整備に関する見積り若しくは計画又は研究
五　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物（船舶を含む。第八号及び九号に
   おいて同じ。）の種類又は数量
六　防衛の用に供する通信網の構成又は通信の方法
七　防衛の用に供する暗号
八　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の研究開発のもの
   の仕様、性能又は使用方法
九　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の研究開発のもの
   の製作、検査、修理又は試験の方法
十　防衛の用に供する施設の設計、性能又は内部の用途（第六号に掲げるものを除く）


←情報を扱っている行政機関が秘密と指定する。第三者がチェックする仕組みもない。
＝処罰覚悟で漏らさない限り内容を確認することすらできない。
⇒政府にとって都合が悪い、明らかにしたくない様々な情報が、情報を有する行政機関により秘密と指定され、国民の目から隠される。
３　市民の様々な活動を重罰で処罰
(1) 漏えい
・①業務で秘密とされた情報を取り扱う者（取扱業務者）だけでなく、②仕事の上で秘密とされた情報を知らされた者（業務知得者）も秘密保持義務を負う。
→公務員だけでなく、行政に関連のある仕事をする研究者や民間企業の技術者・労働者などにも広く秘密保持義務が課されて処罰の対象に（最高10年の懲役刑）
・故意、過失を問わず処罰
報告や論文発表、内部告発なども処罰
置き忘れ、データの消し忘れなどの不注意、管理不十分による場合も処罰
故意については未遂も処罰
(2) 特定取得行為
「犯罪行為や犯罪に至らないまでも社会通念上是認できない行為を手段とする」情報の取得を処罰…極めて曖昧かつ抽象的
未遂も処罰
(3) 共謀、教唆、扇動を独立して犯罪とする
漏えいが実行されなくても、不法な方法での取得がなされなくても、取材活動をすること自体や、情報公開を求める行動を呼びかけたり、相談に加わったりしただけで処罰される危険。
(4) 重罰化
国家公務員法、地方公務員法は懲役１年以下、自衛隊法は懲役５年以下
→処罰対象を格段に広げた上に、最高刑懲役10年に
(5) 弾圧に悪用される危険
未遂と共謀については自首により必ず減刑または免除
→密告のすすめ。さらには「おとり捜査」も可能に
⇒様々な態様を重罰で処罰。一般市民も処罰の対象。
▲有識者会議報告：「処罰範囲を必要最小限に抑える」「漏えい行為の処罰を業務者に限定」←ごまかし
４　プライバシーまで調査し選別・差別する「適性評価制度」
(1) 調査の対象者
行政機関等や民間事業者等において秘密を取り扱う者すべて
＝公務員のみならず、行政機関から委託を受けた研究者、民間の技術者・労働者なども広く対象となる
(2) 調査の実施者
行政機関の長や警視総監・道府県警察本部長など
(3) 調査事項
①人定事項、②学歴・職歴、③我が国の利益を害する活動（暴力的な政府転覆活動、外国情報機関による情報収集活動、テロリズム等）への関与、④外国への渡航歴、⑤犯罪歴、⑥懲戒処分歴、⑦信用状態、⑧薬物・アルコールの影響、⑨精神の問題に係る通院歴、⑩秘密情報の取扱いに係る非違歴、など
→個人の政治活動、表現の自由にかかわる情報はもとより、信用状態や精神の問題に係る通院歴などのセンシティブ情報も多々含まれる。＝重大なプライバシー侵害
※配偶者など身近にあって対象者の行動に影響を与える者も調査対象
※医療機関や金融機関などの第三者に対する「反面調査」まで予定
(4) 評価基準
非公開。判断も実施者の裁量。
→恣意的に排除されても対象者は救済を求める術がない
⇒執拗な調査による重大なプライバシー侵害や、思想・信条・国籍などによる恣意的な差別や排除。　cf．防衛産業における思想差別、原子力ムラ
収集された個人情報の目的外利用や外部漏えいの危険も。
▲有識者会議報告：「対象者のプライバシーに深く関わるため、対象者の同意を得て調査を実施」
←調査に同意しなければそれだけで排除＝同意するか否かが「踏み絵」
５　侵害される基本的人権、民主主義の危機
(1) 奪われる知る権利、取材の自由
▲有識者会議報告：「特別秘密は情報公開法の下で開示されるべき情報ではない。同法により具体化されている国民の知る権利を害するものではない。」
←国民が求める情報や公開されるべき情報が開示拒否とされていることが問題（ex.イラク派兵における自衛隊の活動）。開示拒否や隠ぺいを秘密として正当化することになる。
▲有識者会議報告：「取材の自由を害するものではない」
←漏えいを働きかける行為は処罰対象＝通常の取材活動も教唆などとして罪に問われかねない。取材活動への萎縮効果は大きい。
(2) 表現の自由、学問・研究の自由など様々な権利も奪われる
様々な国民に秘密保持義務が課せられて、その漏えいが処罰されるばかりでなく、マスコミによる取材活動や一般市民による情報公開要求など情報へのアクセスも処罰の対象とされ、官憲による捜査の手や処罰の危険が及ぶ。
→国政に関する情報は国民に公開されるのが原則であるはずなのに、国民はそれを知ることも伝えることも議論することもできなくなってしまう。
(3) プライバシー侵害や差別、働く権利も奪われる
(4) 民主主義や国民主権も取り崩される
オープンな情報と自由な議論が否定。
国会や裁判での事実把握・追及も困難に。
防衛省や外務省といった各行政機関の独走を許すおそれがある。
→破局的結末を迎えた戦前や原発行政の二の舞に
６　秘密保全法のねらい
(1) 必要性がない
防衛情報については現行でも厳しい情報保全体制がとられている。
他方で、有識者会議報告が掲げる防衛情報以外の漏えい事件についても、１件は捜査中で、残り２件は国家公務員法違反が問われたがいずれも起訴猶予。
→秘密保全法を必要とする立法事実は存在しない
(2) 秘密保護は国民の利益に反する
・戦前の軍機保護法、国防保安法、治安維持法
→「大本営発表」による情報支配、情報統制による国民総動員
侵略戦争と秘密保護は表裏一体の関係にあった
・米軍・沖縄問題に関する数々の密約、原発安全神話と福島原発事故
(3) ねらいは何か
・アメリカからの要求に応える
→日米一体となって武器の共同開発を進め、戦争を進める
・財界からも要求
→情報を隠して国民の声を封じ、改憲、増税、ＴＰＰなど国民犠牲の政治を進める
７　その他

　有識者会議の議事録が作成されておらず、有識者会議の資料として官邸ＨＰに公開されていた資料が改ざんされていた。また、対象者に無断で３年前から国家公務員の身辺調査をしていたことが明らかに。

以上
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